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モジュレ株式会社 (JASDAQ 3043) 

 

中期経営計画：2015年 03月期～ 

１． 中期経営計画 

 

(ア) 当中期経営計画提出時点における前事業年度の総括 

前年事業年度は計画をほぼ達成する事が出来ました。（仔細は下表の通りです。）４期連続の増収増益

です。（増益は５期連続。）また、機関決定が前提ではありますが増配も達成する事が出来そうです。 

2014/03期 期首予測 実績 対予測差 達成率 (百万円)
売上高 2,000 2,015 15 100.8%

営業損益 140 140 0 100.4%
経常損益 190 217 27 114.5%

当期純損益 100 98 ▲ 2 98.7%  
 

トピックとして新規顧客獲得数の増加が挙げられます。過去３年間の新規顧客企業の年間平均獲得数

（グループ企業は１社として数え含めない）は約２５社でしたが、前事業年度は４４社（内、大手企業

系１７社）の獲得が出来ました。これは前事業年度に本格的に開始したいくつかの新規顧客獲得の為の

新しいＩＴサービスによるもの、そして僅かながらも当社の知名度が向上してきた事によるものと認識

しています。これら新ＩＴサービスの拡販と更なる新サービスの開発は今後の課題です。 

また、社内では若年層を中心に社員数も１０％以上増員され、将来に向けての更なる成長への準備を

始めています。フレキシブルで自由な労働環境の構築も今後の重要なテーマであると考えています。 

 

(イ) 中期経営計画の概要及び策定の背景 

ＩＴ業界全体は小幅なマイナス成長が予測されていますが、当社が属するＩＴサービス業界は今後も

プラス成長が予測されています。この様な状況の中、当社は今後の３年間を「将来の成長の為の体質強

化の好機」と捉え、前期以上の業績に挑戦しつつも、堅実な体質を更に強めていく所存です。 

従って、ここ数年に渡り、経営陣も社外役員を中心とする新しい体制を創って参りましたが、今後は

更なる刷新を行い、経営と執行の分離による一層のコンプライアンス及びコーポレートガバナンスの強

化を図るべく検討しております。 

 

(ウ) 事業の進捗状況及び今後の見通し並びにその前提条件 

まず前提状況として、前項通りの業界環境の中、スマートデバイスやクラウド環境の台頭より、ＩＴ

そのもの企業活動における重要性や適用範囲はより広がったと認識しております。 

従いまして、当社のビジネスの基本である「企業様向けのＩＴのオーダーメイドサービス」というビ

ジネスモデル、そして「日本のＩＴ投資の無駄を徹底的に排除して、企業競争力に寄与する無駄のない

ＩＴ投資を促進させる」という当社の目標に変更の必要はなく、堅実に本業を推進していく所存です。  

尚、堅実性の中にも、一定の規模的増加は必要だと認識しており、以下の新しいサービスの促進や立

ち上げも急務と認識しています。 

 

・ ②-A ビッグデータ対応ソフト「アドバイザー」：米国製。日本総販売元。販売開始済み。実績あり。 

・ ②-B ＩＢＭ製オフコン延命ソフト「Ｘアナリシス」：英国製。日本総販売元。販売開始済み。実績多数。 

・ ②-C 働く人のリスク診断サービス「ヘルリスク」：ＡＧＰ社と共同開発。総販売元。当期本格展開予定。 

・ ③ ＰＣを自動で動かすソフト「オートＰＣ／仮称」：自社開発最終段階。引合多数。当期サービス開始予定。 

・ ④ 中小企業向けのパターン化ＩＴサービス「ＩＴＡＳ－スタンダード」：自社開発中。 
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２． 今後の業績予想及び今後の業績目標 

(百万円) 補足

売上高 2,015 2,100 2,400 2,800

営業損益 140 160 190 270

経常損益 217 160

当期純損益 98 102

過去実績と伸び率 2011/03期 2012/03期 2013/03期 2014/03期 現サービス①の今後の伸び率予測

売上高 1,239 1,511 1793 2,015

└対前年伸び率 27% 22% 19% 12%

総コスト（仕入高含） 1,172 1,426 1,689 1,875

└対前年伸び率 33% 22% 18% 11%

営業損益 67 85 104 140

└対前年伸び率 -30% 27% 22% 35%

①　ITAS-プレミアム 2014/03期 2015/03期 2016/03期 2017/03期 ・ ・ ・ ・ ・ 補足

売上高 1,953 2,168 2,406 2,671

総コスト（仕入高含） 1,831 2,032 2,256 2,504

営業損益 122 135 150 167

②　ITソリューション系 2014/03期 2015/03期 2016/03期 2017/03期 ・ ・ ・ ・ ・ 補足

売上高 62 124 186 242

総コスト（仕入高含） 44 88 132 172

営業損益 18 36 54 70

↑

全般の伸び率予測 -- 100% 50% 30%

③　PC自動化サービス 2014/03期 2015/03期 2016/03期 2017/03期 ・ ・ ・ ・ ・ 補足

売上高 -- 2 32 167

総コスト（仕入高含） -- 12 42 132

営業損益 -- ▲ 10 ▲ 10 35

↑

月額売上高／１社平均 -- 0.2 0.3 0.4

年間獲得顧客社数 -- 2 5 20

営業期間（ヶ月） -- 4 12 12

新規獲得傾斜率 -- 50% 50% 50%

当年獲得年間契約額 -- 5 18 96

前年迄の年間契約額計 -- 0 23 119

契約解約率 -- 0% 0% 0%

概算追加人員（人） -- 4 7 22

④　ITAS-スタンダード

自社の効率化の為に使ってきたＰＣ自

動化ソフトを、「事務処理の効率化＝残
業代削減など」のキーワードで、新しいＩ
Ｔサービスとして拡販していく。　ソフトの
販売ではなく、業務効率化をサービスと
して請負う形をとる。　既存のＩＴベンダー
との競合が少なく、テストマーケティング
でも強い引き合いが多い。　又、将来は
クラウド型のより顧客負担の少ないサー
ビスも視野に入れているが、本目標に
は含まれていない。　尚、過年度及び当
年度上期のコストは①の中に含まれて
いる。

「日本の中小企業のIT投資はコストが高すぎるので、これを是正し中小企業の競争力向上に繋げる事が必要」という考え方は、当社が上場直後から対外的に訴

求している一つの大切なポイントである。　その為にはIT製品を安く買う等では抜本的な解決にならず、IT投資の多くの部分を占めるITサービスを如何に安価に提
供できる企業があるかが、重要な事は言うまでもない。　しかし、安かろう悪かろうでは話にならず、結論として「適正な品質のサービスを安価で提供できる仕組
み」が必須である。　当社はこの為の独自のITサービスポリシーやサービス手法の開発と共に、従前よりこれらに取り組んでおり、現在もテスト販売中である。　し
かし同時に、リーマンショック前にはサービスの開始を計画していたが、リーマンショックによる経済界の沈下により取りやめた経緯もあり、慎重（かつ大胆）にこの
ビジネスの展開を計画すべきであり、現段階では中期事業計画に取り込んでいない。

→ 11%
下落傾向を正として予測し

た。

過去と同様に上質なＩＴサービスを展開

し、収益体制の強化を行う。下記②③で
獲得した顧客への拡販も行う。

今後１～２年は現在の引き合いの状況

から高い伸び率を見込む。その後も“更
に新しいソリューション”を継続投入して
いくが、“更に新しいソリューション”は現
在の目標には未参入。

「下記の算出論拠の概要」には、利益率

の低いＩＴ製品の販売案件などが含まれ
ており、純額計上などの会計原則に従う
為、「左表の各目標数字等」と完全には
一致しない。

☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆　　以下、算出論拠の概要　　☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆

→ 11%
やや鈍化傾向なので堅実

に予測した。

'14/03期
実績

'15/03期
予測

'16/03期
目標

'17/03期
目標

 

 

＜本資料お取扱い上のご注意＞ 

本資料は当社をご理解いただくために作成されたもので、当社への投資勧誘を目的としておりません。本資料を作成するに当たっ

ては正確性を期すために慎重に行っておりますが、完全性を保証するものではありません。本資料中の情報によって生じた障害や損

害については、当社は一切責任を負いません。本資料中の業績予想ならびに将来予測は、本資料作成時点で入手可能な情報に基づ

き当社が判断したものであり、潜在的なリスクや不確実性が含まれております。そのため、事業環境の変化等の様々な要因により、

実際の業績は言及または記述されている将来見通しとは異なる結果となることがあることをご承知おき下さい。 
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